





























mann 卿である。同卿は判例理論を整理して 5 つの法原理に纏め、ICS 事件
判決 (6) において示した。同判決は今日に至るまで指導的判例として位置づ
けられている。しかしながら、契約解釈のあり方、取り分け Hoffmann 卿が








最高裁は近年、ICS 事件を踏襲した Rainy Sky 事件 (8) で示された文脈を重
視するアプローチから離れて、Arnold 事件判決 (9) に見られる文言中心的な





るが (11)、イギリス最高裁がエポックメーキングたる Hoffmann 卿の契約解
釈テーゼを尊重する姿勢を示す一方で、実質的にはそれとは真逆の方向性を
明らかにした理由を考察するのが当面の本稿の目的である。
なお、Hoffmann 卿は、Belize Telecom 事件 (12) において、裁判所が契約
条項を黙示するプロセスは、契約解釈の一側面に過ぎないとした。このため
同判決以降、黙示的契約条項に関する法理は議論の中心に据えられることに













2．Hoffmann 卿の契約解釈テーゼと ICS 事件以降の位置づけ








「Wilberforce 卿 の Prenn v Simmonds 事 件（[1971] 1 WLR 1381, 1384-















































「1997 年以来、出発点は一般に、（ICS 事件）における Hoffmann 卿の影響
力ある判決において同卿が先例から抽出した五つの原理である。それらの原
理は、後の判決、特に Bank of Credit and Commerce International SA 事




最高裁は、Arnold 事件判決（[2015] UKSC 36）および Marks and Spencer 









Sigma Finance 事件 (21) がある。
同事件はアメリカのサブプライム問題を端緒とする金融危機により倒産し
た、長短金利差に着目して利鞘を稼ぐ特殊な形態の資産運用会社のストラク
チャード・インベストメント・ビークル（SIV）である Sigma Finance 
Corp. の全資産を、投資家のために保護する担保権信託証書（STD）上の契
約条項の解釈を争点とする。












第 1 審および原審の控訴院は、STD の正確な解釈として、担保権信託の
受託者は、換価期間中に期限が到来する都度現金払い主義に基づき、短期的
責任を果たすことが要求されると判示した。控訴院における反対意見を表明






Charter Reinsurance 事件で Mustil 卿が強調する、決定的語句を限定して極



























ICS 事件判決を踏襲し、それを一歩前進させた最高裁判決が Rainy Sky
事件 (27) である。
同事件の事実関係は以下の通りである。Rainy Sky は他 5 社と共に、Jin-











min 銀行は主債務者として、当該契約の下で Rainy Sky に支払われるべき
全額支払いを撤回不能かつ無条件で引き受けるとしていた。
Kookimin 銀行側の主張では、最初の条項では Rainy Sky への賠償義務を
負担する特別かつ唯一の条件が示されており、本件で問題となっている破産
は適用されないとする。これに対して Rainy Sky 側の主張では、Kookimin

















Clarke 卿は、Steyn 卿が行った講演の発言 (30) と Society of Lloyd’s v Ro-













Clarke 卿は控訴院判決で Patten 裁判官が採用した言葉の意味を強調するア
プローチにつき (36)、同裁判官が踏襲することのない「著しく異なった」も
のであるとしている (37)。






イギリス最高裁は Arnold 事件 (38) において、契約解釈の手法について 




上告人 Britton 他は各自、1974 年から 1991 年の間に期間 99 年とする 25
件の不動産を賃借し、各賃貸借契約上には多少表現が異なる管理費条項が挿
入されていたため、同条項の解釈が争点となった。
争点となった管理費規定の第 3 条第 2 項において賃借人の支払金額は次の
ような表現で規定されている。
賃借人は「上記賃料以外に、修理・整備・改修、およびサービス規定にお
いて以下で示される金額、すなわち、年額 90 ポンドおよび最初の 3 年間は




る支払額は初年度年額 90 ポンドであり、その後は 3 年毎に 10％増額される
とする。これに対して上告人・賃借人の Britton 他は、当該条項によりカバ
ーされることを意図していたのは維持費用およびそれに関連するものにつき
個々の賃借人が負担する寄与率に過ぎず、「90 ポンドプラス３年毎に 10 パ
ーセント」の計算は、当該条項の上限を画するものに過ぎないと主張した。
両者の解釈から計算される金額は複利計算により巨額の食い違いが生じ、
1980 年賃貸借契約では、初年度の支払額は年額 2 千 5 百ポンドであるが、
2072 年には 5 万 5 千ポンドとなる (41)。
Arnold 事件において、イギリス最高裁判所は従前の判例とは異なるアプ
ローチを採用した。多数意見 (42) を述べる Neuberger 卿は、ICS 事件判決で
廃棄された数個の「古い知的鞄」を再び持ち出しており、同判決のアプロー
チはあたかも Rainy Sky 事件判決に逐一反駁しているようにも思われる程















































る管理費に関する第 3 条第 2 項の解釈について、以下のように判示した。
（1）使用されている単語の意味は明確であった (52)。





























































Carnwarth 卿は、同項の解釈として、インフレで調整された 90 ポンドに
3 年ごとに 10 パーセントを上限として加算することが望ましいとする (70 )。
4．Wood 事件判決
イギリス最高裁判所は最近の Wood 事件判決 (71) において、微調整を加え
た契約解釈の手法を採用することを明らかにした。
同事件の事実関係は以下のとおりである。







された。Capita と S 社はこの事実を金融サービス機構（FSA）に報告し、






































































Christopher Clarke 裁判官はこうした結論を導くのに、Arnold 事件にお



















3）最高裁判決 ( 87 )
Capita 側は以下を根拠として上告した。すなわち、控訴審判決は、最高




べる Hodge 裁判官は最初に、Rainy 事件と Arnold 事件の関係を考察する。
Arnold 事件は Rainy Sky 事件から「漕ぎ戻した」ものではなく、Arnold 事
件は Rainy Sky 事件で示された「（契約解釈の）指針を変更した」ものでも、





























































































































Sumption 卿は 2017 年の講演において、ICS 事件における Hoffamann 卿




































































































しているかについては、Havelock 教授は ICS 事件以降の判例法理の展開に
より Hoffmann 卿の解釈テーゼは換骨奪胎されて、伝統的な解釈手法に戻っ
たとする判例分析を示す見解を示しているが (131 )、ICS 事件における Hoff-
mann 卿の契約解釈テーゼは今日なお命脈を維持しており、McLauchlan 教
授はイギリス法が文言中心主義的解釈に立ち返ったとすることはできないと
の見解を示すとともに (132 )、Hoffmann 卿のテーゼは、「疑問視されているか、
もしくは裁判所により Hoffmann 卿が意図したようには適用されていない」
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( 133 ) とする。
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